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1.　はじめに
　東日本大震災の被災者の皆様に衷心よりお見舞
い申し上げます。
　平成24年度の農林水産関係予算については、東
日本大震災からの復旧・復興に全力で取り組むと
ともに、「我が国の食と農林漁業の再生のための
基本方針・行動計画」の「戦略」に基づき、「競
争力・体質強化を図り、若者が担う農業を目指し
て、農地の集約化、若者の新規就農を進め、６次
産業化をはじめ、若者が魅力を感じ、安心して創
意工夫を活かせる農業への改革を推進する」こと
としています（資料①）。
　24年度の農林水産関係予算全体では、復旧・復
興関係を含めれば２兆3,284億円（＋573億円、＋

2.5％）、復旧・復興関係を除けば12年連続の対前
年度比マイナスの２兆1,727億円（▲985億円、▲
4.3％）となっています。
　なお、地域自主戦略交付金等に移譲したことに
伴う影響を除くと、２兆2,075億円（▲637億円、
▲2.8％）となっています。

（注）食と農林漁業の再生は、TPP交渉参加の判断
如何にかかわらず、待ったなしの課題との認識
の下、23年10月に総理を本部長とする食と農林
漁業の再生推進本部において「我が国の食と農
林漁業の再生のための基本方針・行動計画」（以
下、「基本方針・行動計画」）が決定されました。

主計局主計官 　　窪田　修

平成24年度農林水産関係予算に
ついて

注１：予算額は当初予算額で、上段の（　）書きは対前年度増▲減率、〈　〉書きは農林水産関係予算に占める構成比、[　]書きは公共事業関係費で内数である。
注２：13年度予算において、主要食料関係費を食料安定供給関係費に組み替え、また、17年度、20年度、23年度においては、食料安定供給関係費と一般農政費の間で組み替え

たので、過年度についても組替後の計数としている。
注３：17年度から措置された地域再生基盤強化交付金額を除く。
注４：ＮＴＴ-Ａ、ＮＴＴ-Ｂタイプを除く。
注５：23年度予算以降は、一括交付金等への拠出額を除く。
注６：対前年度額以外の計数は、それぞれ四捨五入によっているので端数において合計と合致しないものがある。

（2005年度） （2006年度） （2007年度） （2008年度） （2009年度） （2010年度） （2011年度） （2012年度）

農林水産関係予算総額 ▲ 985

⑴ 公 共 事 業 関 係 費 ▲ 298

⑵ 非 公 共 事 業 ▲ 686

食料安定供給関係費 ▲ 545

一 般 農 政 費 ▲ 141

農 業 関 係 予 算 ▲ 482

林 業 関 係 予 算 ▲ 112

水 産 業 関 係 予 算 ▲ 170

農 山 漁 村 活 性 化 交 付 金 ▲ 221

資料①　農林水産関係予算の推移
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は261万人、平均年齢は65.8歳となっていますが、
「主業農家」は36万戸（全体の14％）であり、そ
の農業就業人口は92万人（全体の35％）、平均年
齢は58.6歳です。
　一方で、農業産出額に占める経営類型別のシェ
アを見ると、「主業農家」の占める割合が38％と
低迷している「米」を除けば、この「主業農家」
が日本の農畜産物のほとんどを産出している構造
となっています（資料③）。
　また、「主業農家」では、22年の総所得が606万
円、そのうち農業所得が475万円（総所得の78％）
となっていますが、農業所得を比較すると、「準
主業農家」では37万円（総所得の６％）、「副業的
農家」では30万円（総所得の８％）となっていま
す（資料④）。22年は、「主業農家」（＋８％）だ
けでなく、「準主業農家」（＋81％）や「副業的農家」

（＋24％）も農業所得が増えていますが、これは、
22年度から販売目的で生産する全ての農家（生産
調整参加）を対象に米戸別所得補償モデル事業等
が実施された影響と考えられます。

2.　農業構造の現状
　24年度の主要な予算の概要の前に、予算措置の
背景にある農業構造の現状についてふれたいと思
います。

①「主業農家」について
　「主業農家」と聞いてどのようなイメージを持
つでしょうか。農家・農業者を捉える指標はいろ
いろとありますが、農家所得の50％以上が農業所
得で、１年間に60日以上自営農業に従事している
65歳未満の世帯員がいる農家のことを「主業農家」
といいます。例えば、65歳未満の人が月間平均5
日以上働き、所得の半分以上が農業からであれば、

「主業農家」になります（資料②）。
　他に、ふだん仕事として主に農業に従事してい
る「基幹的農業従事者」という用語もありますが、
これには、「主業農家」だけではなく、「準主業農家」
と「副業的農家」も含まれることに留意する必要
があります。
　22年の日本の農家数は253万戸、農業就業人口

経営耕地面積が
30アール未満か
つ農産物販売金
額が年間50万円
未満の農家 

自給的農家
90万戸

農家
253万戸

主業農家
36万戸

準主業農家
39万戸

農業所得が主で、調査
期日前1年間に自営農
業に60日以上従事して
いる65歳未満の世帯員
がいる農家

農外所得が主で、調査
期日前1年間に自営農業
に60日以上従事している
65歳未満の世帯員がいる
農家

調査期日前1年間に自営
農業に60日以上従事して
いる65歳未満の世帯員が
いない農家 

副業的農家
88万戸

92万人（平均58.6歳）

販売農家における自営農業のみに従事した者又は自営農業以外
の仕事に従事していても年間労働日数でみて自営農業が多い者

販売農家における農業就業人口のうち、ふだん仕事と
して主に自営農業に従事している者

農業就業人口
261万人（平均65.8歳）

84万人（平均73.4歳）38万人（平均66.2歳）82万人（平均58.6歳）

51万人（平均64.8歳） 117万人（平均71.8歳）

（参考）1アール＝100㎡ 出典：農林水産省「2010年世界農林業センサス」

経営耕地面積30アール以上又は農産物販売金額が
年間50万円以上の農家

販売農家
163万戸

経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯又は農産物販売金額が年間15万円以上ある世帯

基幹的農業従事者
205万人（平均66.1歳）

資料②　農家・農業者の分類
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平成21年 平成22年 米戸別所得補償モデル事業の実施

主業
79%

準主業
3%

主業
78%

準主業
6%農業所得依存度

426

176

612万円

398万円

606万円
638万円

395万円

217

475（＋8％）

44

87

37（＋81％）

副業的
6%

副業的
8%

出 典 ： 農林水産省 「 農業経営統計調査 経営形態別経営統計（個別経営） （平成21年、22年） 」
注 １ ： 農業所得以外の所得については、農業経営関与者に係る所得のみを把握しているため、総所得は世帯全体の所得ではない。
注 ２ ： 主副業別分類を行う際の農外所得 （ 農業生産関連事業所得を含む ） には、農業経営関与者以外の所得を含まない。
注 ３ ： 農業所得依存度は、総所得に占める農業所得の割合。
注 ４ ： 数値については、四捨五入しており、合計と内訳の計が一致しないことがある。

438

82

430

162

157

農業所得

154

212

555万円

24

年金等の収入

農外所得
   ＋ 
農業生産関連
事業所得

34

30（＋24％）20

平成 21年

出 典 ：農林水産省「生産農業所得統計」、「農林業センサス」、「農業経営動向統計」、「経営形態別経営統計 ( 個別経営 )」
注 １ ：主副業別シェアについては、「農林業センサス」、「農業経営動向統計」、「経営形態別経営統計 ( 個別経営 )」より推計。
注 ２ ：「その他」には、農業産出額のシェアの小さい複数の品目が含まれるため、主副業別シェアは示していない。
注 ３ ：農業産出額、構成比、主副業別シェアの数字については、四捨五入の関係でそれぞれの品目の和が100％にならない場合がある。

品目 農業 構成比
 産出額 （％）
 （千億円） 
  
米 18 22
  
  
麦　類 1 1
豆　類 1 1
いも類 2 2
工芸農作物 2 3
  
  
野　菜 20 25
  
  
果　樹 7 8
  
花　き 3 4
酪　農 7 9
  
肥育牛 4 6
　豚 5 6
  
その他 10 12

主業農家
38％

83
81 7

7
12
1181

77

80

64
78

93

89
90 5 5

7

4 4

4

11 10
15 21

9 11

9 15

8 9

準主業農家
26％

副業的農家
36％

農業総産出額　　80千億円（100%）

資料④　主副業別に見た総所得の比較

資料③　品目別に見た農業産出額に占める経営類型別シェア
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ではアメリカの1,516億ドルに次ぐ総生産額を産
出しています。
　また、日本の農家数は252万戸で、他の主要先
進国の農家数を大きく上回っており、農地面積を
見ると日本は463ha、農家一戸当たりの農地面積
では1.9haで、他の主要先進国は桁違いの広さと
なっています。
　日本の農業関係予算は2.2兆円で、主要先進国の
中ではアメリカの8.8兆円に次ぐ規模となってい
ますが、日本の農家一戸当たりの予算は87万円で、
他の主要先進国よりも農家数が多い分、低くなっ
ています。

④まとめ
　米は潜在的な供給可能数量が需要を上回ってい
ますが、農業経営の安定を図る観点から、近年、

②経営規模について（資料⑤）
　22年現在、農家一戸当たりの平均経営耕地面積

（ 販 売 農 家 ） は、 全 国 で は2.0ha、 北 海 道 は
21.5ha、都府県は1.4haとなっています。
　畜産などで規模拡大が進展している一方、稲作
等の土地利用型農業では規模拡大の速度は緩やか
で、北海道を除くと、依然として規模の小さい経
営が多い状態です。
　農地の利用集積による規模拡大が進んでいない
背景には、農業参入に対して厳格な規制を設けて
いたこと、農地転用の収入を期待する農地所有者
が存在することなどが考えられます。

③国際比較（資料⑥）
　20年（度）の国際比較を行うと、日本の農林水
産業の総生産額は713億ドルで、主要先進国の中

資料⑤　�農家一戸当たりの平均経営規模（経営部門別）の推移

資料⑥　農林水産業の国際比較（平成20年（度））

昭 35 40 50 60 平７ 12 17 22 規模拡
大率（倍）

経営耕地
（ha）

全　国 0.88 0.91 0.97 1.05 （1.50） （1.60） （1.76） （1.96） 2.2
北海道 3.54 4.09 6.76 9.28 （13.95） （15.98） （18.68） （21.48） 6.1
都府県 0.77 0.79 0.80 0.83 （1.15） （1.21） （1.30） （1.42） 1.8

経
営
部
門
別（
全
国
）

水　　　　　稲（ａ） 55.3 57.5 60.1 60.8 （85.2） （84.2） （96.1） （105.1） 1.9
乳 用 牛（頭） 2.0 3.4 11.2 25.6 44.0 52.5 59.7 67.8 33.9
肉　　用　　牛（頭） 1.2 1.3 3.9 8.7 17.5 24.2 30.7 38.9 32.4
養　　　　　豚（頭） 2.4 5.7 34.4 129.0 545.2 838.1 1,095.0 1,436.7 598.6
採　　卵　　鶏（羽） ― 27 229 1,037 20,059 28,704 33,549 44,987 1666.2 
ブ ロ イ ラ ー（羽） ― 892 7,596 21,400 31,100 35,200 38,600 44,800 50.2

出典： 農林水産省「農林業センサス」、「畜産統計」、「家畜の飼養動向」、「畜産物流通統計」
注１： 水稲の平成７年以前は水稲を収穫した農家または販売農家の数値であり、12 年以降は販売目的で水稲を作付けした販売農家の数値。
注２： 採卵鶏の平成 7 年の数値は成鶏めす羽数「300 羽未満」の飼養者を除き、平成 10 年以降は成鶏めす羽数「1000 羽未満」の飼養者を除く。
注３： （　）内の数値は販売農家（経営耕地面積 30 ａ以上又は農産物販売金額 50 万円以上の農家）の数値。
注４： 養豚、採卵鶏の平成 17 年は 16 年の数値、平成 22 年は 21 年の数値である。
注５： ブロイラーの平成 22 年は 21 年の数値である。
注６： 規模拡大率は、平成 22 年の昭和 35 年（採卵鶏、ブロイラーは昭和 40 年）に対する倍率。

日本 米
EU

豪 韓国
（27） 仏 独 英

農林水産業総生産額（億ドル） 713
（②）

1,516
（①） 3,010 513 287 216 251 261

農家（農場）数（万戸） 252
（①） 220 1,370 53 37 30 14 121

農地面積（万 ha） 463
（⑥）

41,120
（②） 18,485 2,924

（③）
1,692

（⑤）
1,768

（④）
41,729
（①） 181

農家 1 戸当たりの農地面積（ha） 1.9
（⑥）

186.9
（②） 13.5 55.5

（④）
45.7

（⑤）
59.0

（③）
3,068.4
（①） 1.5

農業関係予算（兆円） 2.2
（②）

8.8
（①） 8.2 1.8 1.8 1.1 0.2 1.4

農家 1 戸当たりの農業関係予算（万円） 87
（⑦）

399
（②） 60 345

（④）
497

（①）
367

（③）
169

（⑤）
112

（⑥）

出典： 農林水産省 「農林水産統計 平成 22 年版」、「農林水産ひと口メモ 平成 23 年 7 月」、「農地に関する統計」
注１：（　　）内の数値は、7 ヶ国の中の順位。
注２： 農家数は EU 及び EU 各国は平成 19 年。
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　また、今後の地域の中心となる経営体（個人、
法人、集落営農）への農地集積、分散した農地の
連担化が円滑に進むよう、戸別所得補償制度によ
る農地の受け手に対する規模拡大加算（２万円
/10a）に加え、協力する農地の出し手に対して農
地集積協力金（0.5ha以下は30万円/戸、0.5ha超
２ha以下は50万円/戸、２ha超は70万円/戸）を交
付します。

（注）津波被災地域（50市町村）については、被災地
域農地集積支援金（3万円/10a）を交付します。

②青年就農給付金等（136億円、新規）
　農業者の高齢化が進展する中、新規就農者約5.5
万人のうち青年新規就農者は約1.5万人ですが、定
着は現状毎年約１万人となっています。
　こうした中、持続可能な力強い農業を実現する
のに必要となる、青年の就農意欲の喚起と就農後
の所得を確保し、毎年２万人の定着を目指すこと
としています。
　このため、青年就農者の経営安定支援（150万
円/年の青年就農給付金の交付（年間総所得が250
万円に達するまでの間、最長７年））、農業法人へ
の雇用就農の促進（最大120万円/年の実践研修等
に要する経費の支援（最長２年））、地域農業のリ
ーダーとなる人材の層を厚くする農業経営者教育
の強化を実施します。

4.　�農業の戸別所得補償制度の
見直し

⑴ 農業の戸別所得補償制度
　農業が食糧の安定供給や多面的機能の維持とい
う役割を担っていることを評価し、意欲ある農業
者が農業を持続できる環境を整えるため、22年度
から、米戸別所得補償モデル事業（現在の米の所
得補償交付金、米価変動補てん交付金）、水田利
活用自給力向上事業（現在の水田活用の所得補償
交付金）がモデル対策として実施されました。23
年度からは、対象を畑作物に拡大するとともに、
各種加算措置を導入し、本格的な実施が行われて
います。

戸別所得補償制度を創設し、水田農業経営（米の
生産調整、水田における麦・大豆等の生産振興等）
に対する支援に予算を重点化してきています。
　今後については、農業の競争力・体質を強化す
るため、真に農業を担うのは誰かをよく見極め、
そこに必要な予算措置を効率的・効果的に講じる
ことが重要です。
　また、21年12月に改正農地法が施行され、一般
法人・農業生産法人の参入規制の緩和等、農地利
用に係る規制の見直しが行われていますが、今後
とも、一般法人等の参入を促進しつつ、農地が農
地として適切に利用されるよう努めていくことが
求められています。
　以下では、24年度の主要な予算の概要を説明し
ていきます。

3.　�農地集積の推進と新規就農
の増大

　「基本方針・行動計画」の「【戦略１】競争力・
体質強化～持続可能な力強い農業の実現～」に基
づき、「平地で20～30haの土地利用型農業を目指
す」、「新規就農を増やし、将来の日本農業を支え
る人材を確保する」こととしています。
　24年度予算では、農地集積に協力する農地の出
し手に対して農地集積協力金を交付する制度や、
青年就農者への給付金を交付する制度等を創設し
ています。

①農地集積協力金等（72億円、新規）
　土地利用型農業については、20ha以上の規模の
経営体による耕地面積は現状約３割となっていま
すが、今後５年間に、徹底的な話し合いを通じた
合意形成により規模拡大を図り、平地で20～30 
ha、中山間地域で10～20haの規模の経営体が、
生産の大宗を占める構造を目指すこととしていま
す。
　このため、集落ごとに話し合いを行い、集落・
地域が抱える人と農地の問題を解決するための未
来の設計図となる「人・農地プラン（地域農業マ
スタープラン）」の作成を支援します。
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ん粉原料用ばれいしょ、そば、なたねの６品目を
対象作物として、生産数量目標に従って生産する
販売農家等に対し、「標準的な生産費」と「標準
的な販売価格」との差額を交付します（小麦の標
準単価6,360円/kg等）。

⑤�加算措置（50億円、前年度同額【所要額ベー
ス150億円、前年度同額】）

　経営規模を拡大する場合に農地の受け手に対し
２万円/10ａを交付する規模拡大加算、畑の耕作
放棄地に麦等を作付した場合に２万円/10ａ等を
交付する再生利用加算等を交付します。

⑵ 戸別所得補償制度関連施策
　中山間地域等における平場との農業生産条件の
不利（水田2.1万円/10a等）を補正する中山間地
域等直接支払交付金（259億円、▲11億円）、地域
共同による水路の泥上げ等（水田2,200円/10a等）
を支援する農地・水保全管理支払交付金（247億円、
▲38億円）、化学肥料・化学合成農薬を原則５割
以上低減する取組とセットで行う有機農業等

（4,000円/10a）を支援する環境保全型農業直接支
援対策交付金（26億円、▲３億円）等を交付します。
　以上の結果、関連施策も含めた戸別所得補償制
度の予算は、所要額ベースでは対前年度▲1,165
億円の8,020億円とし、一般会計国費は対前年度
▲218億円の6,183億円としました。

5.　�農業農村整備事業の検証
　これまで農業農村整備事業として、約35兆円の
予算が投入され、約５万kmの水路・約７千箇所の
ダム等の水利施設、154万haのほ場が整備されま
した。
　この事業については、それにより、労働時間が
減少しても、それだけでは現金所得増加につなが
らず、農業生産額増加への効果は必ずしも大きく
ないのではないかといった問題が指摘されていま
す。一方、老朽化し、機能低下した水路等を放置
すれば、農地の荒廃につながり、農村の維持が困
難なおそれがあり、一定の事業は確保する必要も

　24年度以降の制度のあり方については、23年８
月の三党（民主党、自民党、公明党）の確認書に
おいて、「政策効果の検証をもとに、必要な見直
しを検討する」こととされ、三党間で実務者協議
が開かれましたが、昨年中にはまとまりませんで
した。
　このため、24年度予算では、現行制度を前提に

（米価変動補てん交付金は24年度から新たに予算
計上）、実施状況を検証して予算額を精査し、所
要額ベースでは対前年度▲1,102億円の6,901億円
とし、一般会計国費は対前年度＋116億円の5,478
億円としました。

①米の所得補償交付金（1,929億円、前年度同額）
　主食用米の「生産数量目標」に即して生産を行
う販売農家・集落営農を対象に、作付面積（自家
消費等分として一律10ａを控除）に応じて、「標
準的な生産費用」（13,703円/60kg）と「標準的な
販売価格」（11,978円/60kg）との差額となる1.5
万円/10ａを交付します。

②米価変動補填交付金（294億円、新規）
　23年産の米の販売価格が上記①の「標準的な販
売価格」（11,978円/60kg）を下回った場合に、さ
らにその差額を交付します。直近の米価の状況を
踏まえ、必要な経費として294億円を計上してい
ます。

③�水田活用の所得補償交付金（2,284億円、前年
度同額）

　水田の有効活用等を図るため、水田で麦、大豆、
米粉・飼料用米等の作物を生産する販売農家等に
対して、主食用米並みの所得を確保し得る水準の
交付金を面積払で交付します（麦、大豆、飼料作
物3.5万円/10ａ等）。
　
④�畑作物の所得補償交付金（801億円、▲174
億円【所要額ベース2,123億円、前年度同額】）

　23年度から戸別所得補償制度の対象に畑作物を
含めており、具体的には、麦、大豆、てん菜、で
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プランを推進する」こととしています。
　24年度予算では、森林施業の集約化等を推進し、
多様な森林の整備・保全を図るとともに、現場技
能者等の人材の育成等を実施します。

①�森林管理・環境保全直接支払制度（314億円、
▲10億円）

　集約化して計画的な森林施業を行う森林組合等
に対して支援します（補助率３/10等）。

②森林・林業人材育成対策（61億円、＋1億円）
　新規就業者の確保・育成・キャリアアップのた
めの研修等（研修生当たり９万円/月等）を支援し、
地域の森林づくりの全体像を描く「日本型フォレ
スター」や、集約化施業の設計図を描く「森林施
業プランナー」を育成します。

③地域材供給倍増対策（11億円、＋0.4億円）
　木造公共建築物の整備の際の設計段階からの技
術提供等や、地域材を利用したモデル製品（家具、
テーブル等）の開発・普及等に対して支援します

（補助率1/2等）。

8.　�水産業再生
　「基本方針・行動計画」の「【戦略５】水産業再生」
に基づき、水産資源の低迷、漁船の高船齢化等の
課題を抱える水産業を再生するため、「近代的・
資源管理型で魅力的な水産業を構築する」ことと
しています。
　24年度予算では、高性能漁船等の導入による漁
船漁業の収益性を高める取組、資源管理・漁業所
得補償対策、流通拠点漁港における高度衛生管理
対策等を推進します。
　　
①�漁船漁業・担い手確保対策事業（38億円、＋
29億円）

　高性能漁船の導入等による漁船漁業の収益性を
高める取組（最大３年）を支援するとともに、漁
業への新規就業・後継者育成のための漁業現場で
の長期研修等（9.4万円/月等）を支援します。

否定できません。
　このため、24年度の大規模なほ場整備について
は、現在調査計画中もしくは地元で合意形成中の
ものに限定し、実施中の地区の促進を図り、水利
施設については、施設の更新・長寿命化対策にシ
フトする一方、公共事業関係予算一般が厳しく抑
制される中、総額は、復旧・復興関係を除き、前
年度同額の2,129億円を計上することにしていま
す。

6.　�農山漁村の6次産業化の推進
　「基本方針・行動計画」の「【戦略２】競争力・
体質強化～６次産業化・成長産業化、流通効率化～」
を推進し、「農山漁村に存在する豊富な資源を有効
に活用し、６次産業化を推進することにより、付
加価値を向上させ、雇用と所得を生み出し、農林
漁業を更に成長産業化する」こととしています。
　24年度予算では、22年現在で１兆円程度の６次
産業の市場規模を５年後（27年度）に３兆円、10
年後（32年度）には農林水産業と同程度の10兆円
に拡大するため、農林漁業者が加工・販売業者と
連携する際の施設整備や事業化が見込まれる新技
術の取組の支援等に56億円を計上しています。
　また、22年現在で7.1兆円の農林水産物・食品
の輸入額に対して0.5兆円の農林水産物・食品の輸
出額を32年度までに１兆円水準にするため、国際
的に通用する品質・安全管理体制の強化や国内に
おけるマーケティング体制の整備の支援等に13億
円を計上しています。
　なお、戦略２の達成に向けて、財政投融資特別
会計の産業投資支出（貸付金・出資金）を活用し、
６次産業化に取り組む事業者への成長資本の提供
や経営支援を一体的に実施する「農林漁業成長産
業化ファンド（仮称）」を24年10月に創設する予
定としています。

7.　�森林・林業再生
　「基本方針・行動計画」の「【戦略４】森林・林
業再生」に基づき、現在の木材自給率26％（22年）
から「木材自給率50％を目指し、森林・林業再生
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10.　�東日本大震災からの
　　���復旧・復興
　24年度予算における東日本大震災からの復旧・
復興については、復興庁に農林水産関係で1,557
億円（他に東日本大震災復興交付金2,868億円も
農林水産関係のハード事業に活用可能）を計上し、
農業・水産業の経営再開に向けた施策を重点的に
措置することとしており、引き続き、復旧・復興
に全力を挙げて取り組んでいきます。

（参考）農林水産関係の復旧・復興予算
　 　 東日本大震災による農林水産関係の被害額

は約2.4兆円（24年1月農林水産省）とされて
おり、これまで、農林水産関係の復旧・復興
予算（国費）は、23年度1次補正3,817億円、
2次補正199億円、3次補正1兆58億円（他に
東日本大震災復興交付金1兆5,612億円も農林
水産関係のハード事業に活用可能）を計上す
るとともに、予備費1,352億円の使用を決定
しています。

②�資源管理・漁業所得補償対策（438億円、▲
80億円）

　計画的に資源管理に取り組む漁業者に対して、
収入が減少した場合に減収補填（原則９割まで）
を行うとともに、燃油価格や配合飼料価格が急騰
した場合に補填金を交付します。

③水産基盤整備事業（690億円、▲33億円）
　流通拠点漁港における高度衛生管理型の荷さば
き所・岸壁の整備、地震・津波の防災対策等を推
進します（補助率1/2等）。

9.　�行政刷新会議を踏まえた
　　事業の見直し
　24年度予算については、行政刷新会議における
提言型政策仕分けの指摘等を反映し､ 各種事業の見
直し、予算要求額からの縮減等を実施しています。
　行政刷新会議において通告された事業も含める
と、仕分けの指摘の反映額は、対要求▲72.8億円、
対前年度▲142.1億円となります（資料⑦）。

資料⑦　行政刷新会議における提言型政策仕分けの反映 （単位：億円）

事業名 提言（とりまとめ） 24年度
要求額

24年度
予算額 24年度予算における対応

協同農業普及事業交付金
現在の実情に即したも
のとなるよう、事業・
制度を見直すべき。

30.1 27.1
指摘に沿った方向で制度見直しを引き続き検
討。24年度予算は指導員の積算単価の見直し
を予算に反映。

農地制度実施円滑化事業費補助金
現在の実情に即したも
のとなるよう、事業・
制度を見直すべき。

24.7 21.8 指摘に沿った方向で農地制度の相談活動等の
積算を見直し予算に反映。

6次産業化総合推進対策
体制整備ではなく、農
家・事業者への直接的
な支援へ重点化すべき。

20.3 14.5

指摘に沿って、各県のサポートセンターに常
置している「6次産業化プランナー」は、農
林漁業者等の求めに応じて個別相談等を実施
する場合に、その都度経費を支出する方法に
改め、予算規模を縮小。

地域における産学連携支援事業
体制整備ではなく、農
家・事業者への直接的
な支援へ重点化すべき。

1.6 1.3 指摘に沿った方向で産学連携の取組に重点
化。

飼料穀物備蓄対策事業

国の負担割合はできる
限り減らし、民間事業
者の経営努力を促すべ
き。

25.3 13.7

昨年の指摘どおりの予算額。
※23年度の事業仕分けにおいては、23年度
要求額について「予算要求の縮減（半額）」
との評価結果が示され、要求額28億円に対し
て14億円のみ措置。

酪農環境負荷軽減支援事業
環境保全の支援は目的
に沿った簡素な制度と
すべき。

63.3 62.3 指摘に沿った方向で制度見直しを引き続き検
討。24年度予算は事務費を縮小。

環境保全型農業直接支援対策
環境保全の支援は目的
に沿った簡素な制度と
すべき。

34.4 27.6 指摘に沿った方向で制度見直しを引き続き検
討。24年度の拡充要求は認めない。


